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令和元年（平成３１年） 平成30年 増　減 増減率

（Ａ） （B） （Ｃ）｢(A)-(B)｣ (C)／(B)％

606 456 150 32.9

287 285 2 0.7

51 24 27 112.5

40 48 -8 -16.7

4 1 3 300.0

0 0 0 -

224 98 126 128.6

510 466 44 9.4

171 171 0 0.0

40 31 9 29.0

146 147 -1 -0.7

153 117 36 30.8

32,215 22,873 9,342 40.8

2,526 2,642 -116 -4.4

2,860 1,532 1,328 86.7

37 29 8 27.6

93 84 9 10.7

263 267 -4 -1.5

82 92 -10 -10.9

21 23 -2 -8.7

160 152 8 5.3

629 639 -10 -1.6

1,285,299 2,257,161 -971,862 -43.1

1,213,453 2,023,420 -809,967 -40.0

28,988 3,176 25,812 812.7

20,020 23,034 -3,014 -13.1

7,491 1,276 6,215 487.1

0 0 0 -

15,345 15,566 -221 -1.4

2 190,689 -190,687 -100.0

4.7 3.5 1.2 34.3

　令和元年（平成３１年）中における火災の発生状況をみると、前年に比べ、り災世帯
数、り災人員及び損害額は減少しているが、焼損棟数、建物焼損床面積及び死負傷者は
増加している。（第１表）

第１表　火災の発生状況

車 両

建 物

ぼ や

１　火災の概況

（１）火災発生状況

区 分

出 火 件 数 （ 件 ）

焼 損 棟 数 （ 棟 ）

航 空 機

半 焼

全 焼

船 舶

そ の 他

建 物 焼 損 表 面 積 （ ㎡ ）

損 害 額 （ 千 円 ）

林 野

船 舶

車 両

林 野

部 分 焼

建 物 焼 損 床 面 積 （ ㎡ ）

負 傷 者 （ 人 ）

（注）出火率は、人口１万人当たりの出火件数をいう。（人口：各年3月31日現在）

爆 発

出 火 率

航 空 機

そ の 他

建 物

り 災 世 帯 数 （ 世 帯 ）

半 損

林 野 焼 損 面 積 （ ａ ）

り 災 人 員 （ 人 ）

全 損

死 者 （ 人 ）

小 損
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火　災　種　別

火　災　の　概　況

0

50

100

150

200

250

300

建物火災 林野火災 車両火災 船舶火災 航空機火災 その他の火災

285

24

48

1 0

98

287

51
40
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全 火 災 件 1.66 1.25 0.41 32.8

（ 1 日 当 た り ） 千 円 3,521 6,184 -2,663 -43.1

棟 1.40 1.28 0.12 9.4

㎡ 88.26 62.67 25.59 40.8

㎡ 6.92 7.24 -0.32 -4.4

ａ 7.84 4.20 3.64 86.7

世 帯 0.72 0.73 -0.01 -1.4

人 1.72 1.75 -0.03 -1.7

人 0.10 0.08 0.02 25.0

人 0.25 0.23 0.02 8.7

全 火 災

（ 1 件 当 た り ）

建 物 火 災 千 円 4,228 7,100 -2,872 -40.5

（ 1 件 当 た り ） ㎡ 112.25 80.26 31.99 39.9

㎡ 8.80 9.27 -0.47 -5.1

棟 1.78 1.64 0.14 8.5

世 帯 0.92 0.94 -0.02 -2.1

人 2.19 2.24 -0.05 -2.2

林 野 火 災 千 円 568 132 436.0 330.3

（ 1 件 当 た り ） ａ 56.08 63.83 -7.8 -12.1

　令和元年（平成３１年）中の火災を１日当たりでみると、前年に比べ損害額、り災世帯
及びり災人員は減少しているが、出火件数、焼損棟数、建物焼損床面積、死傷者は増加し
ている。
　また、１件当たりでみると、建物火災は損害額は減少しているが、焼損床面積、焼損棟
数は増加している。林野火災は焼損面積は減少しているが、損害額は増加している。
（第２表）

平 成 30 年

（２）出火件数と出火率

2,121 4,950

林 野 焼 損 面 積

焼 損 棟 数

建 物 焼 損 表 面 積

死 者

増 減

合 計

第２表　１日当たり及び１件当たりの火災概況

区 分 単 位
令 和 元 年
(平成31年)

増減率（％）

船 舶 火 災

り 災 人 員

0.2

0.0航 空 機 火 災

100.0

令 和 元 年 （ 平 成 ３ １ 年 ）

47.3

8.4

6.6

林 野 火 災

そ の 他 の 火 災

0.0

37.0

車 両 火 災

0.7

建 物 焼 損 床 面 積

建 物 焼 損 表 面 積

100.0

10.5

21.5

第３表　火災種別出火件数の構成割合（％）

　　ア　火災は６種類に分類されており、その構成比をみると、建物火災が全火災の
　　　うち４７．３％で最も高く、以下、その他の火災（空地、田畑、河川敷、ごみ
　　　集積場等の火災）、林野火災、車両火災の順となっている。（第３表）

区 分

建 物 火 災

-57.2

平 成 ３ ０ 年

62.5

5.3

り 災 世 帯 数

損 害 額

建 物 焼 損 床 面 積

損 害 額

千 円 -2,829

出 火 件 数

損 害 額

焼 損 棟 数

負 傷 者

損 害 額

り 災 人 員

林 野 焼 損 面 積

り 災 世 帯 数
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建物

２８７件

４７．３％

林野

５１件

８．４％

車両

４０件

６．６％

船舶

４件

０．７％

その他

２２４件

３７．０％

令和元年（平成３１年）火災種別出火件数

６０６件

建物

２８５件

６２．５％

林野

２４件

５．３％

車両

４８件

１０．５％

船舶

１件

０．２％

その他

９８件

２１．５％

平成３０年火災種別出火件数

４５６件
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18.4

14.9

287

2,257

増 減

28.3

　　　いる。（第５表）

　　ウ　出火率（人口１万人当たりの出火件数）は、５年前と比較すると増加して

100.0

35.3

19.3

第４表　季節別出火件数

61.0

-1.4

1,376

606

（注）人口は、各年の3月31日現在の住民基本台帳の値による。

-4

-82,029

建 物 火 災

人 口

出 火 率

出 火 件 数

-6.0

584

4.7

102

409

370

（Ａ－Ｂ）／Ｂ

9.3

季節別出火件数及び損害額

464

Ａ－Ｂ

平 成 ２ ６ 年

393

456

出火件数
（件）

構成比
（％）

損害額
（百万円）

22 3.8

（Ｂ）

構成比
（％）

88 4.5

18.1

増 減 率 （ ％ ）

15.3

100.0

93

平 成 ３ ０ 年

161

78

129

17.136.1

236250

150

1,276,320

令和元年（平成３１年）

（Ａ）

291

1,358,349

41.3

24.8

18.6

4.3

区　　分

区　　分

春季（３～５月）

夏季（６～８月）

秋季（９～11月）

令 和 元 年 （ 平 成 ３ １ 年 ）

出火件数
（件）

構成比
（％）

損害額
（百万円）

192

113

冬季（12～２月）

合　　計 606 100.0

0.4

30.6

100.01,285

第５表　出火率、出火件数及び人口の変化

構成比
（％）

16.4

　　イ　出火件数を季節別にみると、空気が乾燥している春季が２５０件（４１．
      ３％）と最も多く、また、損害額は秋季が多くなっている。（第４表）

250 

150 

113 
93 

236 

102 

464 

393 

春季（3～5月）

夏季（6～8月）

秋季（9～11月）

冬季（12～2月）

出火件数（件） 損害額（百万円）
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　令和元年（平成３１年）中の出火率を市部合計、郡部合計別にみると、市部合計は４．１％
（前年３．０％）、郡部合計は６．９％（前年５．２％）で、市部及び群部合計ともに前年よ
り高くなっている。また、郡部合計の出火率が市部合計を上回っている状況が続いている。
（第６表）

4.8

市
・
郡
名

青

森

市

弘

前

市

八

戸

市

上

北

郡

北

津

軽

郡

東

津

軽

郡

0.0

下

北

郡

3.36.14.3

三

戸

郡

159

3.7

522

3.7

154

8.5

つ

が

る

市

3.5

十

和

田

市

第６表　出火件数及び出火率の推移

354

青 森 県 合 計

市 部 合 計

527

3.33.3

3.8

H26年

368

区 分

3.5

371 351

H24年

524

H22年 H23年 H25年

3.4

173168

5.1

　市・郡別の出火率をみると、最高はつがる市の９．９％となっている。(第７表）

182 130 153

（注）上段は出火件数、下段は出火率を示す。また、市部合計・郡部合計は各年３月３１日現
　　　在の市域・町村域の合計である。

郡 部 合 計
6.9

8.14.23.7 5.4 9.64.0 7.94.5

H27年

600

4.5

404

3.9

西

津

軽

郡

H28年

309

平

川

市

472

5.3

H29年

443

3.4

313

3.13.0

163

6.3

3.9

5.8

4.3

196

584

402

3.8

4.8

525

黒

石

市

三

沢

市

む

つ

市

第７表　市・郡別の出火率

3.6

4.3

南

津

軽

郡

5.4

五
所
川
原
市

中

津

軽

郡

2.6 9.94.82.8
出
火
率

5.2

H30年

456
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携帯電話から

加入電話（固定電話から）

合 計

警 察 電 話

駆 け つ け 通 報

事 後 聞 知

そ の 他

加入電話（携帯電話から）

火災報知
専用電話
（119番）

固定電話から

初 期 消 火 な し

35.0

出火件数

覚 知 方 法 区 分

火 災 報 知 機

24.420

郡 部 合 計市 部 合 計青 森 県 合 計

2.4

1.2

0.0

第８表　初期消火器具等の使用状況

第９表　建物火災の覚知方法別出火件数

179 39.3

182 41.1

11

1

82

49.3

17.1

1.2

100.0

37.8

2.4

2

1

0

14

31

2

205

7.8

21.0

3.4

0.5

0.0

15.6

1.0

100.0

43

7

1

0

101

32

287

9.4

22.0

3.1

0.7

0.0

16.0

1.1

100.0

2

27 16 13.5

出火件数 構成比（％） 出火件数 構成比（％）

46

3

区　分

令和元年（平成３１年）

平成３０年

平成２９年

27

21

67

出火件数

構成比（％）

321 53.0

0

構成比（％）

63

9

132

0.7

1.4

187

188

155

そ の 他

出火件数 構成比（％）

30.9

41.2

11.0

14.2

15.8

固定消火設備

出火件数 構成比（％）

4

3

6

0.7

構成比（％）

消 火 器

出火件数 構成比（％）

30

4.4

4.6

6.7

65

70

5 1.7 3 1.4 2

　エ　消火は最初の１分間が勝負といわれているとおり、初期消火が重要である。
　　　初期消火器具等の使用状況をみると、令和元年（平成３１年）中に初期消火に
　　「消火器」が使用された火災は１１．０％、「簡易消火用具（水バケツ、水槽及
　　び乾燥砂等）」が使用された火災は４．４％となっている。（第８表）

　オ　消防機関における建物火災の覚知方法をみると、市部合計、郡部合計とも火災
　　報知専用電話（１１９番）による通報が最も多く、それぞれ７０．２％、６２．
　　２％を占め、県全体では６７．９％を占めている。（第９表）

46.0

簡易消火用具

出火件数

簡易消火用具

4.4%
消火器

11.0%

固定消火設備

0.7%

その他

30.9%

初期消火なし

53.0%

初期消火器具等の使用状況
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H22 年 H23 年 H24 年 H25 年 H26 年 H27 年 H28 年 H29 年 H30 年 R1(H31)年

1,417 942 1,921 970 1,308 1,432 1,056 765 2,257 1,285

100 66 136 68 92 101 75 54 159 91

2,688 1,804 3,659 1,852 2,240 2,387 2,238 1,728 4,950 2,121

100 67 136 69 83 89 83 64 184 79

第２表（爆発除く）

件 数 606 34 84 46 22 25 38 23 17 13 304

構成比（％） 100.0 5.6 13.9 7.6 3.6 4.1 6.2 3.8 2.8 2.1 50.2

0.6

　　火災種別の損害額は、建物火災によるものが圧倒的に多く、全体の９４．４％
　（前年８９．６％）を占めている。（第１１表）

第１２表　全火災の出火原因別

た
ば
こ

1,285,299 100.0

-

7,491

航 空 機 火 災 －

（４）出火原因

そ
の
他
・

不
明

0.0

1.215,345 69

2

電
気
機
器

第１０表　損害額の推移（指数：平成２２年＝１００）

4,243

568

区 分

20,020

-

501

(注）　ａ：百万円　　　ｂ：千円

林 野 火 災

1.6

指 数

区 分

1件当たりの損害額（千円）

1,873

損 害 額 （ 千 円 ）

第１１表　火災種別損害額

28,988

船 舶 火 災

（３）損害額

1 件当 た り ( ｂ )

車 両 火 災

建 物 火 災

指 数

損 害 額 ( ａ )

構 成 比 （ ％ ）

94.4

2.2

1,213,453

そ の 他 火 災

爆 発

電
灯
電
話

等
の
配
線

2

2,121合 計

計

ス
ト
ー

ブ

た
き
火

放
火
及
び

放
火
の
疑
い

こ
ん
ろ

配
線
器
具

火
入
れ

火災の出火原因別にみると、「たき火」によるものが８４件で全出火件数の１３．
９％を占めており、以下「放火及び放火の疑い」、「火入れ」、「ストーブ」、「た
ばこ」の順となっている。（第１２表）

令和元年（平成３１年）中の火災による損害額は１２億８，５００万円で、前年に
比べ９億７，２００万円減少した。（第１表）
これらの損害額は県民１人当たりでは１，００７円（前年１，７３９円）、１日当た

りでは３５２万円（前年６１８万円）、火災１件当たりでは２１２万円（前年４９５
万円）となっている。（第１０表）（参照：第２表）
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計 放火 放火の疑い 計 放火 放火の疑い

46 27 19 37 21 16

21 17 4 22 10 12

3 2 1 1 0 1

20 6 14 10 8 2

20 20 0 10 5 5

50,092 37,113 12,979 47,691 25,334 22,357

引 火 ・ 輻 射

可燃物の落下

そ の 他

　　②　たき火による火災の損害状況をみると、８４件（全火災の１３．９％）で前
　　　年より４４件増加し、損害額は３，６９４万８千円で前年に比べて２，９９２
　　　万６千円増加している。（第１４表）

建 物 焼 損 床 面 積 （ ㎡ ）

林 野 焼 損 面 積 （ a ）

損 害 額 ( 千 円 ）

14

　　③　ストーブによる火災の損害状況をみると、３４件（全火災の５．６％）で前
　　　年より１７件減少し、損害額は１億７１万９千円で、前年に比べて１億３，３
　　　４０万１千円減少している。（第１５表）

第１５表　ストーブによる火災の損害状況

区 分 令和元年（平成３１年） 平 成 ３０ 年

出 火 件 数 （ 件 ） 34 51

主な経過

4

出 火 件 数 （ 件 数 ）

建 物 火 災

林 野 火 災

そ の 他 火 災

林 野 焼 損 面 積 （ ㎡ ）

損 害 額 （ 千 円 ）

　　①　放火による出火件数は２７件で前年より６件増加し、放火の疑いによる出火
　　　件数は１９件で前年より３件増加している。
　　　　また、放火及び放火の疑いによる火災を合わせると４６件（全火災の７．６
　　　％）となり、これらの火災による損害額は、５，００９万２千円で、前年に比
　　　べて２４０万１千円増加している。（第１３表）

第１３表　放火及び放火の疑いによる火災の損害状況

区 分
令和元年（平成３１年） 平成３０年

建 物 焼 損 床 面 積 （ ㎡ ） 3,637 4,492

382

340

損 害 額 ( 千 円 ） 100,719 234,120

15 22

15 15

区 分 令和元年（平成３１年） 平成３０年

84

975

574

40

7,022

第１４表　たき火による火災の損害状況

出 火 件 数 ( 件 ）

36,948
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火 源 落 下

消 し 忘 れ

そ の 他

消 し 忘 れ

可 燃 物 沸 騰

そ の 他

損 害 額 （ 千 円 ）

区 分 令和元年（平成３１年） 平 成 ３０ 年

出 火 件 数 （ 件 ） 22 21

37,373 10,295

6

16

25

11

出 火 件 数 （ 件 ）

0

建 物 焼 損 床 面 積 （ ㎡ ） 399 602

主な経過

建 物 焼 損 床 面 積 （ ㎡ ）

林 野 焼 損 面 積 （ a ）

損 害 額 ( 千 円 ）

損 害 額 （ 千 円 ）

12

第１７表　たばこによる火災の損害状況

令和元年（平成３１年）

13 17

3 3

1

第１８表　こんろによる火災の損害状況

5 89

49,084 23,686

林 野 焼 損 面 積 （ a ）

　　⑥　こんろによる火災の損害状況をみると、２２件（全火災の３．６％）で前年
　　　より１件増加し、損害額は３，７３７万３千円で、前年に比べて２，７０７万
　　　８千円増加している。（第１８表）

2

建 物 焼 損 面 積 （ ㎡ ） 1,207 518

　　⑤　たばこによる火災の損害状況をみると、２５件（全火災の４．１％）で前年
　　　と同数であり、損害額は４，９０８万４千円で、前年に比べて２，５３９万８
　　　千円増加している。（第１７表）

区 分 平 成 ３０ 年

主な経過

25

9

138 22

19,193 14,095

出 火 件 数 ( 件 ） 38 13

457 194

　　④　火入れによる火災の損害状況をみると、３８件（全火災の６．２％）で前年
　　　より２５件増加し、損害額は１，９１９万３千円で前年に比べて５０９万８千
　　　円増加している。（第１６表）

第１６表　火入れによる火災の損害状況

区 分 令和元年（平成３１年） 平 成 ３０ 年
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計 １ 月 ２ 月 ３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 10月 11月 12月

287 24 30 23 32 32 24 19 16 18 22 25 22

606 33 33 42 110 98 64 31 55 41 34 38 27

152 17 15 5 12 0 0 1 8 1 4 0 72 287

180 4 17 6 4 0 2 1 1 1 0 0 69 285

-15.6 325.0 -11.8 -16.7 200.0 0 全減 0 700.0 0 全増 0 4.3 0.7

全 火 災

R1(H31)年

神

社

・

寺

院

建物火災の月別出火件数

公

会

堂

等

H30年

増減率（％）

区 分

住

宅

病

院

工
場
・
作
業
場

倉

庫

そ

の

他

事

務

所

計

旅
館
・
ホ
テ
ル

飲
食
店
・
料
理
店

学

校

建 物 火 災

物
品
販
売
店
舗

２　建物火災

（１）出火件数

　　ア　令和元年（平成３１年）中の建物火災の出火件数は、２８７件であり、１日
　　　約０．７９件の割合で発生したことになる。
　　　　次に、月別の建物火災の出火件数をみると、４月及び５月がそれぞれ３２件
　　　で最も多く、次いで２月が３０件となっている。（第１９表）

　　イ　建物火災の出火件数を火元建物の用途別にみると、住宅における出火件数が
　　　１５２件で最も多く、全体の５３．０％を占めている。（第２０表）

社
会
福
祉
施
設

第２０表　用途別建物火災の出火件数

第１９表　建物火災の月別出火件数

24
30

23
32 32

24 19 16 18 22 25 22

33 33
42

110
98

64

31

55

41
34 38

27

0

20

40

60

80

100

120

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

建物火災の出火件数 全火災の出火件数
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件 数

構成比（％） 2.1 1.8100.0

　　ウ　建物火災を火元建物の構造別にみると、木造建築物から出火した件数は１５３
　　　件で建物火災の５３．３％を占めており、次いで防火構造建築物、耐火建築物の
　　　順となっている。（第２１表）

（２）出火原因
　　　建物火災の出火原因は、ストーブによるものが３４件（１１．８％）と最も多
　　く、次いでこんろによるものが２２件（７．７％）、放火及び放火の疑いによる
　　ものが２１件（７．３％）の順となっている。（第２２表）

40.15.2 4.9 3.8

第２１表　火元建物の構造別損害状況

ス
ト
ー

ブ

電
気
機
器

電
気
装
置

そ
の
他
・

不
明

11.8 7.7 7.3 6.6 5.9

電
灯
電
話

等
の
配
線

放
火
・

放
火
の
疑
い

こ
ん
ろ

2.8

煙
突
・
煙
道

5 115

火
入
れ

15 14 11 8 6

灯
火
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具

287

40

2

1

0

10

221

50.0

5.9

0.0

40.0

23.6

計

90 31.4

2

1

8

285

4

17

21

20

020

11

277

耐 火 建 築 物

2

13

9

14そ の 他

10

19

3

16

合 計

19

15

299 262

2

15

防火構造建築物

151

63

準 耐 火 木 造

準 耐 火 非 木 造

66

2

24

54

173 154木 造 建 築 物 62

75

153

72 17

27 年 28 年

平 成

40.5

件 数 件 数29 年

193

令 和 元 年 （ 平 成 31 年 ）

平 成

（ % ） 棟 数

平 成

168

平 成 延 焼

第２２表　建物火災の出火原因別件数

区 分

出 火 件 数

出 火 延 焼 延 焼 率

30 年

ストーブ

34件 こんろ

22件

放火・放火の疑い

21件

電灯電話等の配線

19件

たばこ

17件たき火

15件
配線器具

14件

電気機器・電気装置

11件

灯火

8件

煙突・煙道

6件

火入れ

5件

その他・不明

115件

建物火災の出火原因別件数
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令和元年（平成３１年） 平 成 ３ ０ 年 増 減 率 （ ％ ）

287 285 0.7

10 未 満 116 115 0.9

10 ～ 50 未 満 31 34 -8.8

50 ～ 100 〃 24 22 9.1

100 ～ 500 〃 64 61 4.9

500 ～ 1,000 〃 26 28 -7.1

1,000 ～ 2,000 〃 18 16 12.5

2,000 ～ 3,000 〃 4 1 300.0

3,000 ～ 5,000 〃 1 2 -50.0

5,000 以 上 3 6 -50.0

50 未 満 168 177 -5.1

50 ～ 100 未 満 29 21 38.1

100 ～ 200 〃 48 53 -9.4

200 ～ 300 〃 17 20 -15.0

300 ～ 500 〃 18 6 200.0

500 ～ 1,000 〃 4 7 -42.9

1,000 ～ 2,000 〃 1 1 0.0

2,000 ～ 3,000 〃 1 0 全増

3,000 以 上 1 0 全増

損 害 額 （ 千 円 ） 1件当たりの損害額（千円） 損 害 額 （ 千 円 ） 1件当たりの損害額（千円）

1,213,453 4,228 2,011,320 7,057

1,002,994 4,893 1,689,214 8,844

210,459 2,567 322,106 3,427郡 部 合 計

令和元年（平成３１年） 平 成 ３ ０ 年

区 分

出 火 件 数

第２３表　　建物火災の損害額及び焼損面積の段階別出火件数

　

損

害

額

（

万

円

）

焼

損

面

積

（

㎡

）

第２４表　　建物火災の損害額及び１件当たりの損害額

区 分

青 森 県 合 計

市 部 合 計

（３）損害額
　　ア　建物火災の出火件数を損害額別にみると、１件の火災につき、１０万円未満が
　　　１１６件（全体の４０．４％）で最も多く、また、焼損面積別にみると、５０㎡
　　　未満が１６８件（全体の５８．５％）で最も多くなっている。（第２３表）

イ 建物火災の損害額を市部、郡部別にみると、市部合計が１０億２９９万４千円
（全体の８２．７％）となっている。また、１件当たりの損害額でみると、前年に
比べ、市部合計は３９５万１千円減少して４８９万３千円、郡部合計は８６万円
減少して２５６万７千円となっている。（第２４表）
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第２５表　市・郡別の林野焼損面積（単位：a）

344
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川

市

2,860

北

津

軽

郡

 （２）市・郡別の林野焼損面積をみると、上北郡が７３５ａで最も多く、次いで三戸郡
　 　の５８０ａとなっている。（第２５表）
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第２６表　林野火災の出火原因別件数
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 （１）令和元年（平成３１年）中の林野火災の出火件数は５１件で、前年より２７件増
　　 加し、焼損面積は２，８６０ａで、前年に比べ１，３２８ａ増加した。（第１表）
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第２７表　林野火災の月別出火件数

焼
損
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115

 （３）林野火災の出火原因は、たき火によるものが１１件で全体の２１．６％を占めて
　 　最も多く、次いで火入れ、放火・放火の疑いによるものとなっている。
　　（第２６表）
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件数
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5.9

１０月

件数

火入れ
放火・放
火の疑い

たばこ

１月 ２月

51

（４）林野火災の出火件数を月別にみると、３月から６月にかけて多く発生している。
これは、空気が乾燥し、強風が吹くなど林野火災の発生しやすい季節であり、また、
山菜採りや山林作業の開始等のため森林に入りこむ人々が多くなり、失火等による
出火の危険性が高くなるためである。（第２７表）
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34 40 23 36 38 26 35 32 14 29 37 30.7 6.3

25 32 18 29 32 22 27 26 9 22 30 24.2 5.8

9 8 5 7 6 4 8 6 5 7 7 6.5 0.5

119 115 120 101 93 96 99 79 84 84 93 99.0 -6.0

構成比（％） 100 15.0 5.0 2.5 57.5

負 傷 者 数

H27 H28 H29
R1

(H31)
H23 H24

死 者 数

H22

8

４　車両火災

　　ア　令和元年（平成３１年）中の火災による死者は３７人で、前年に比べ
      ８人増加し、放火自殺（以下「放火」という。）によるものを除いた死
      者は３０人で前年より８人増加している。（第２９表）

（２）車両火災の主な出火原因をみると、「排気管」が６件と最も多く、次い
    で「交通機関内配線」、「たばこ」となっている。（第２８表）

H21

（１）令和元年（平成３１年）中の車両火災の出火件数は４０件で、前年より
    ８件減少し、損害額は２，００２万円で、前年より３０１万４千円減少し
    ている。（第１表）

　　その他の火災の出火件数は２２４件で、前年と比べ１２６件増加した。
　　損害額は１，５３４万５千円で、前年より２２万１千円減少した。
　　（第１表）
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（１）死者の概況

平成31
年と(ａ）
の差

過去
10年
平均
(a)

H26 H30

　　令和元年（平成３１年）中の船舶火災の出火件数は４件で、前年に比べ３件
  増加した。（第１表）

放火以外

放火

　　令和元年（平成３１年）中は、航空機火災の発生はなかった。（第１表）

H25

死 者 数 及 び 負 傷 者 数 （ 人 ）

区　　分

第２９表　火災による死傷者数の推移（放火には巻添者含む）

７　その他の火災
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不明・
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第２８表　車両火災の出火原因別件数
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１ 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

37 3 4 7 6 1 0 2 0 2 6 3 3

放火以外 30 3 4 7 6 0 0 1 0 1 3 2 3

放 火 7 0 0 0 0 1 0 1 0 1 3 1 0

93 9 7 10 9 7 9 7 5 6 7 8 9

負傷者数
（人）

構成比
（％）

287 29 82.878.4

606 37

航 空 機 火 災

構成比
（％）

23(8.0％）

死者数
（人）

0

4

負 傷 者 数

火 災 種 別

林 野 火 災

車 両 火 災

船 舶 火 災

　　ウ　月別の死者数をみると、３月が７人で最も多く、次いで４月、１０月が６人
　　　となっている。（第３１表）
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合 計
死 者 数 及 び 負 傷 者 数 （ 人 ）

そ の 他 の 火 災

第３１表　月別死傷者発生状況（放火には巻添者含む）

合 計

区 分

100.027(5.1％)

0(-)51

40

224

4

0(-)

4(1.8％)

0

第３０表　火災種別死傷者数

3.2

1.1

0.0

　　イ　火災種別毎の死者数をみると、建物火災による死者は２９人で総死者数の８
　　　割以上を占め、前年より１３人増加している。（第２９表）
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　　イ　火災種別毎の死者数をみると、建物火災による死者は２９人で総死者数の
     約８割を占め、前年より４人増加している。（第３０表）
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第３３表　寝たきり、身体不自由者等の死者の状況

合 計

Ｅ ＋ Ｆ

（ 人 ）

2

0

放火によるものを除いた死者数（人）

身体不自由者等(C、D除く）

H27年H26年区　　　　分

27

0

22

0

74.1割合　　（Ｂ+Ｃ+Ｄ）／Ａ（％） 68.2

乳幼児（０～５歳）の該当者

高齢者（65歳以上）

0

15

0

20

88.5

9

1

0

7

88.9

26

3

0

20

90.9
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0

0

22

73.3

22
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16

第３２表　年齢別・経過別の死者の状況

　

区 分

放 火 に よ る も の を 除 い た 死 者 数 （ 人 ）

死 者 数

そ の 他

Ｅ

Ａ ～ Ｄ

Ｃ

小 計

着 衣

Ｄ

Ｆ

1

0

0

よ る も の

（ 人 ）

Ｅ の う ち 、
寝 た き り ､
身体不自由
者 の 死 者

放 火 に

エ 経過別の死者をみると、「逃げ遅れ」によるものが１０人で総死者数（３７人)の
２７．０％を占めている。
また、放火によるものを除いた死者３０人のうち、６５歳以上の高齢者は２２人

で７３．３％を占めている。（第３２表、第３３表）
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1(H31)
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1(H31)

Ａ

Ｅ

　　ア　令和元年（平成３１年）中の放火によるものを除いた建物火災による死者は、
　　　２４人（前年２２人）となっている。（第３４表）
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Ｂ

90.0

Ｃ
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第３５表　住宅火災の死者に占める高齢者等の状況

区 分

15 6

0 0

2 0 1

91.7 82.6 100.0

22

95.5

7

8

住 宅 以 外

94.1 100.0 87.593.5

1

割 合 （ ％ ） Ｅ ÷ Ｃ

22

Ｅ 17

70.8

14 2116 2627 829

占 め る 割 合

( Ｄ ÷ Ａ ） ％

計 （ Ｂ ＋ Ｃ ）

高 齢 者 （ ６ ５ 歳 ～ ）

78.9 75.0 71.4 64.7

（２）建物火災における死者の状況

第３４表　建物火災の死者の発生状況

Ｄ

乳 幼 児 、 高 齢 者 の

15 6 15 11

55.6 81.3 73.1 62.1 71.4 77.3

15 13 19 18 10 17

0 0

12 13 19 18 10 17 15 11

19 8 21 17

3 0 0 0 0 0

27 16 26 29 14 22

イ 住宅火災の死者（放火によるものを除く。）１７人のうち高齢者は１１人で６４．
７％を占め、前年に比べ４人減少している。（第３５表）
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利用上の参考事項 

 

この年報は、消防組織法第４０条に基づく「火災報告取扱要領（平成 6年 4月 21 日消防

災第 100 号）」により、市町村が作成し、県に報告された平成３１年１月から令和元年１２

月までの火災報告を集計し作成したものである。以下、この年報の利用に際し参考となる

事項を説明する。 

 

 

１ 火災の定義 

「火災」とは、人の意図に反して発生し若しくは拡大し、又は放火により発生して消

火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するために消火施設又はこれと同程度の

効果のあるものの利用を必要とするもの、又は人の意図に反して発生し若しくは拡大し

た爆発現象をいう。 

 

２ 調査対象 

調査対象は、青森県内において発生したすべての火災とする。ただし、消防法（昭和

23 年法律第 186 号）に基づく調査権の行使できない地域、施設等の火災は、火災件数そ

の他判明している事項についてのみ掲げるものとする。 

 

３ 火災の種類 

火災は、次の６種類に分類する。ただし、火災の種別が２種類以上複合するときは、

焼き損害額の大なるものの種別による。 

 

（１）建物火災 

  ア 「建物火災」とは、建物又はその収容物が焼損した火災をいう。 

  イ 「建物」とは、土地に定着する工作物のうち屋根及び柱若しくは壁を有するもの、 

観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物に設けた事務所、店舗、興業場、

倉庫その他これらに類する施設をいい、貯蔵槽その他これに類する施設を除く。 

ウ 「収容物」とは、原則として柱、壁等の区画の中心線で囲まれた部分に収容され 

ている物をいう。 

 

（２）林野火災 

  ア 「林野火災」とは、森林、原野又は牧野が延焼した火災をいう。 

  イ 「森林」とは、木竹が集団して成育している土地及びその土地の上にある立木竹 

と、これらの土地以外で木竹の集団的な成育に供される土地をいい、主として農地

又は住宅地若しくはこれに準ずる土地として使用される土地及びこれらの上にあ

る立木竹を除く。 

  ウ 「原野」とは、雑草、潅木類が自然に生育している土地で人が利用しないものを

いう。 

  エ 「牧野」とは、主として家畜の放牧又は家畜の飼料若しくは敷料の採取の目的に 

供される土地（耕地の目的に供される土地を除く。）をいう。 
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（３）車両火災 

  ア 「車両火災」とは、自動車車両、鉄道車両及び被けん引車又はこれらの積載物が 

焼損した火災をいう。 

  イ 「自動車車両」とは、ウの鉄道車両以外の車両で、原動機によって運行すること 

ができる車両をいう。 

  ウ 「鉄道車両」とは、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）における旅客、貨物 

の運送を行うための車両又はこれに類する車両をいう。 

 

（４）船舶火災 

  ア 「船舶火災」とは、船舶又はその積載物が焼損した火災をいう。 

  イ 「船舶」とは、独行機能を有する帆船、汽船及び端舟並びに独行機能を有しない 

住居船、倉庫船、はしけ等をいう。 

 

（５）航空機火災 

  ア 「航空機火災」とは、航空機又はその積載物が焼損した火災をいう。 

  イ 「航空機」とは、人が乗って航空の用に供することができる飛行機、回転翼航空 

機、滑空機、飛行船等の機器をいう。 

 

（６）その他の火災  

（１）から（５）までに掲げる火災以外の火災（空地、田畑、道路、ごみ収集場等

の火災）をいう。 

 

４ 爆発 

（１）「爆発」は、人の意思に反して発生し又は拡大した爆発現象をいう。 

 

（２）「爆発現象」は、化学的変化による爆発の一つの形態であり、急速に進行する化学反 

応によって多量のガスと熱とを発生し、爆鳴・火炎及び破壊作用を伴う現象をいう。 

 

５ 火災損害 

「火災損害」とは、火災によって受けた直接的な損害をいい、「焼き損害」、「消火損害」、 

「爆発損害」、「人的損害（火災による死者及び負傷者）」に区分する。 

 

（１）焼き損害 

焼き損害とは、火災の火炎、高熱等によって焼けたもの及び熱によって破損したも

の等の損害をいう。 

 

（２）消火損害 

消火損害とは、火災の消火行為によって受けた水損、破損、汚損等のものの損害を 

いう。 

 

 



   21 
 

（３）爆発損害 

爆発損害とは、爆発現象の破壊作用によって発生した損害のうち、焼き損害、消火 

損害以外の損害をいう。 

 

（４）人的損害 

火災によって人的に被害を受けることがあるが、これは損害額として金銭に見積も

ることは困難である。 

 

６ 焼損の程度 

  建物の焼損程度は「全焼」、「半焼」、「部分焼」、「ぼや」に区分する。 

 

（１）全焼 

建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の 70％以上のもの又はこれ未満であって 

も残存部分に補修を加えて再使用できないものをいう。 

 

（２）半焼 

建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の20％以上のもので全焼に該当しないも 

のをいう。 

 

（３）部分焼 

建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の20％未満のものでぼやに該当しないも 

のをいう。 

 

（４）ぼや 

建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額が10％未満であり焼損床面積が１㎡未満 

の、建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額 10％未満であり焼損表面積が１㎡未満 

のもの、又は収容物のみ焼損したものをいう。 

 

７ り災世帯 

  り災世帯のり災程度は、「全損」、「半損」、「小損」に区分する。 

 

（１）全損 

建物（収容物を含む。以下この項において同じ。）の火災損害額がり災前の建物の評 

価額 70％以上のものをいう。 

 

（２）半損 

建物の火災損害額がり災前の建物の評価額 20％以上で、全損に該当しないものをい 

う。 

 

（３）小損 

建物の火災損害額がり災前の建物の評価額 20％未満のものをいう。 
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８ 死者 

  火災により負傷した後、４８時間以内に死亡した者は、火災による死者とする。 

 

９ 出火原因 

  出火原因は、発火源、経過及び着火物の３つに区分する。 

 

10 建物の構造 

建物の構造は、建築基準法により「木造建築物」、「防火構造建築物」、「準耐火建築物 

（木造）」、「準耐火建築物（非木造）」、「耐火建築物」及び「その他の建築物」に区分す 

る。 

 

（１）「木造建築物」とは、柱及びはりが主として木造のものをいい、防火構造のものを除 

く。 

 

（２）「防火構造建築物」とは、屋根、外壁及び軒裏が建築基準法第２条第８号に定める構

造のものをいう。 

 

（３）「準耐火建築物（木造）」とは、建築基準法第２条第９号の３に定めるもののうち、

柱及びはりが主として木造のものをいう。 

 

（４）「準耐火建築物（非木造）」とは、建築基準法第２条第９号の３に定めるもののうち 

（３）以外のものをいう。 

 

（５）「耐火建築物」とは、建築基準法第２条第９号の２に定める構造のものをいう。 

 

（６）「その他の建築物」とは、（１）から（５）までに掲げる建築物以外のものをいう。 


